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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　モンゴル国政府は1990年９月に国際連合が開催した「子供のための世界サミット」に参加、1993

年５月には「モンゴルにおける子供の発達のための国内行動計画」を取りまとめ、近年、同計画

に盛り込まれている予防接種拡大計画（ＥＰＩ）およびヨード欠乏症（ＩＤＤ）対策を政府の強

い指導のもとで積極的に推進しています。かかる背景のもと、同国政府は本計画の一環として、母

と子の健康、プライマリ・ヘルスケア（ＰＨＣ）の観点からＩＤＤを撲滅し、ＥＰＩの自立運営

を達成すべく、わが国に対しプロジェクト方式技術協力を要請しました。

　これを受け国際協力事業団は、平成８年９月に事前調査団を派遣し、続いて平成９年４月から

５月に長期調査チームを派遣し、これら調査の結果を踏まえ、平成９年７月30日から同年８月10

日までの日程で、討議議事録（Ｒ/Ｄ）および暫定実施計画（ＴＳＩ）を締結することを目的とし

て、当事業団医療協力部長福原毅文を団長として実施協議調査団を派遣しました。本報告書は、こ

の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査にあたり、ご協力を賜りました関係各位に対しまして、深甚なる謝意を表しま

すとともに、今後の本件プロジェクトの実施・運営にあたり、関係各位のいっそうのご協力をお

願いする次第です。

　平成９年９月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
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１．１．１．１．１．実施協議調査団派遣実施協議調査団派遣実施協議調査団派遣実施協議調査団派遣実施協議調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　モンゴル国（以下、モンゴル）においては、1960年代初頭より予防接種拡大計画（ＥＰＩ）が

開始され、現在まで国際機関等の援助によるワクチンの調達で高い接種率を確保しており、今後

はワクチンの確保を含め、ＥＰＩの自立運営に向けての支援が必要となっている。一方、同国に

おけるヨード欠乏症（ＩＤＤ）は深刻な健康問題であり、1992年の保健社会福祉省/国際連合児

童基金（ＵＮＩＣＥＦ）の全国甲状腺腫調査によると、首都ウランバートルの学童および妊娠可

能年齢女性におけるＩＤＤによる甲状腺肥大は40％を超えており、またＩＤＤによるものと思わ

れる子供の知能の発達障害や死産も多くみられ、ヨード塩の普及などによる対策が急がれている。

　このような状況のなか、同国政府は1990 年９月に国際連合が開催した「子供のための世界サ

ミット」に参加、1993年５月には「モンゴルにおける子供の発達のための国内行動計画」を取り

まとめ、近年、同計画に盛り込まれているＥＰＩおよびＩＤＤ対策を政府の強い指導のもとで積

極的に推進している。

　かかる背景のもと、同国政府は本計画の一環として、特に母と子の健康、プライマリ・ヘルス

ケア（ＰＨＣ）の観点からＩＤＤを撲滅し、ＥＰＩの自立運営を達成すべく、1996年７月、わが

国に対し、ＩＤＤ対策およびＥＰＩにかかるプロジェクト方式技術協力を要請した。

　本要請を受けて、同国側の要請内容と実施体制および協力実施計画等を調査・協議することを

目的として、事前調査団を1996年９月に、長期調査チームを1997年４月に派遣した。

　本調査団は、本プロジェクトの最終的な協力内容、協力方法、協力対象地域等の特定と協力実

施計画策定を行い、討議議事録（Ｒ/Ｄ）および暫定実施計画（ＴＳＩ）の署名・交換を行うこと

を目的として、1997年７月30日から同年８月10日の日程で派遣された。

１－２　調査団の構成

　　　　担　　当　　　　氏　名　　　　　　　　所　　　属

　団長　総　　括　　　福原　毅文　　国際協力事業団医療協力部部長

　団員　ＩＤＤ対策　　梅内　拓生　　東京大学大学院国際保健計画学教室教授

　団員　ＥＰＩ　　　　堀内　　清　　千葉県血清研究所次長

　団員　母子保健　　　伊藤　晴通　　東邦大学医学部新生児学教室助手

　団員　技術協力　　　地神　一美　　外務省経済協力局技術協力課課長補佐

　団員　医療行政　　　佐藤　岳幸　　厚生省大臣官房国際課国際協力室国際協力専門官

　団員　協力計画　　　大塚　卓哉　　国際協力事業団医療協力部医療協力第一課職員

　団員　通　　訳　　　大束　　亮　　財団法人日本国際協力センター研修監理員
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) モンゴル側関係者

１）対外関係省（Ministry of External Relations）

　Mr. Norio Nishihata Aid Coordinator

　L. Davaagiv Director, First Department

　P. Urjinlhundev Deputy Director, First Department

　E. Sarantogos Officer, First Department

　Dashpurev Officer, First Department

２）大蔵省年度政策局（Department of Fiscal Policy, Ministry of Finance）

　A. Enktuvshin Officer, Department of Fiscal Policy

　Tserenpilyn Davaasuren Officer, Department of Economic Policy

３）保健社会福祉省（Ministry of Health and Social Welfare）

　L. Zorig Minister

　A. Zangad State Secretary

４）保健社会福祉省政策調整・国際協力部（Department of Policy Coordination and

　　International Cooperation, Ministry of Health and Social Welfare）

　Dr. Shagdarsuren Enkhbat Director

　Narangerel Officer

日　順 月　日 曜日 移　動　お　よ　び　業　務
第１日 ７・30 水 移動　羽田→関西（NH-143）、関西→ウランバートル（OM-904）
第２日 ７・31 木 ＪＩＣＡモンゴル事務所、在モンゴル日本国大使館、ＵＮＩＣＥ

Ｆ、ＷＨＯ、保健社会福祉省表敬および協議
地神団員　移動　北京→ウランバートル（OM-901）

第３日 ８・１ 金 大蔵省、対外関係省、感染症研究センター、国立公衆衛生研究所
表敬および協議

第４日 ８・２ 土 栄養研究所表敬および協議、製塩工場視察
移動　ウランバートル→テレルジ（陸路）
地域病院視察

第５日 ８・３ 日 移動　テレルジ→ウランバートル（陸路）
第６日 ８・４ 月 保健社会福祉省との協議、自動車工場視察
第７日 ８・５ 火 Ｒ/Ｄ署名・交換、在モンゴル日本国大使館、ＪＩＣＡモンゴル事

務所報告
第８日 ８・６ 水 移動　ウランバートル→関西（OM-903）

福原団長、大塚団員　移動　ウランバートル→北京（OM-223）、
北京→天津（陸路）

第９日 ８・７ 木 天津医薬品検査技術プロジェクト訪問
移動　天津→北京（陸路）

第 10 日 ８・８ 金 中日友好病院視察、衛生部との協議、中国リハビリテーションセ
ンター訪問

第 11 日 ８・９ 土 中国ポリオ対策プロジェクト訪問
第 12 日 ８・10 日 移動　北京→成田（NH-906）
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　Battumur Officer

　Bolormaa Officer

５）国立公衆衛生研究所（Public Health Institute）

　Narantuya Director

　J. Mendsaikhan Head, Department of Virology

６）感染症研究センター（Research Center of Infectious Diseases）

　Dr. Togoo Altantsetseg Deputy Director

　N. Dondog Chief Epidemiologist

　B. Gerelsuren Epidemiologist

　B. Enkhtuya Epidemiologist

７）栄養研究所（Nutrition Research Center）

　Dr. M. Oyunbileg Director

　Oyunchimeg Coordinator of IDD Project

８）ＷＨＯモンゴル事務所（WHO Representative Office in Mongolia）

　Dr. U. H. Susantha de Silva Representative

９）ＷＨＯ西太平洋地域事務局（WHO Regional Office for the Western Pacific）

　Y. Sato Technical Officer

10）ＵＮＩＣＥＦウランバートル事務所（UNICEF Ulaanbaatar Office）

　A. Mofcho Officer

　Bayarmaa Assistant Project Officer

　Oyeensaihan Assistant Project Officer

(2) 日本側関係者

１）在モンゴル日本国大使館

　久保田眞司 特命全権大使

　古閑比斗志 二等書記官兼医務官

　岩崎　　平 二等書記官

　的場　聡司 二等書記官

２）ＪＩＣＡモンゴル事務所

　四釜　嘉総 所長

　城水　　健 所員
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２．２．２．２．２．要　　約要　　約要　　約要　　約要　　約

　本調査の本務はＲ/Ｄ、ＴＳＩ、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の署名にあ

り、またプロジェクト開始後の具体的な活動が円滑に運営されるための基礎づくりを目的として

同国関係機関と協議することである。

　本調査中、同国保健社会福祉省との協議に最も時間を割いたが、同省にとって本プロジェクト

は初のプロジェクト方式技術協力案件であり、また本調査団が到着する２日前（７月28日）に同

省の組織改編が行われた関係で、プロジェクト方式技術協力の説明、同省内カウンターパート機

関の選定に予想外の時間を要したが、協議を重ねた結果、協力活動内容の大枠合意に達した。

　また、本プロジェクトの協力対象分野であるＥＰＩおよびＩＤＤ対策については、同国におい

てすでにＵＮＩＣＥＦ、ＷＨＯといった国際機関が活動を展開しており、本調査では、これらの

機関とも十分に意見交換を行った。

　以上の調査・協議の結果、８月５日、日本側福原毅文団長とモンゴル保健社会福祉省ゾリグ大

臣との間でＲ/Ｄの署名・交換が行われ、本プロジェクトは1997年10月１日より開始されること

となった。

　Ｒ/Ｄに盛り込まれた活動の基本方針は、次の６点である。

①ＩＤＤおよびＥＰＩ対象疾病の実験室診断機材の整備、スタッフの育成

②ヨード塩製造機の設置、スタッフの訓練

③製塩工場、小売業者へのＩＤＤ対策に関する指導

④ＩＤＤ対策およびＥＰＩに関する啓蒙の推進

⑤ＩＤＤ対策およびＥＰＩに関する疫学調査、スタッフの育成・強化

⑥コールドチェーンシステムの整備、スタッフの訓練
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３．３．３．３．３．調査概要調査概要調査概要調査概要調査概要

　本調査団の調査結果をＲ/Ｄ、ＴＳＩ、ＰＤＭに取りまとめ、モンゴル側関係者との間で署名・

交換を行うにあたり、重点を置いた調査内容は次のとおりである。

①これまで同国においてＷＨＯ、ＵＮＩＣＥＦが展開してきたＥＰＩおよびＩＤＤ対策分野

の協力活動およびシステム形成の状況を把握する。

②プロジェクト・サイトとしてのウブルハンガイ県の妥当性を検討する。

③同国側カウンターパート機関を再確認する（国立栄養研究所、感染症研究センター、国立

公衆衛生研究所のカウンターパート機関としての妥当性）。

④プロジェクト開始後の専門家の生活環境を調査する。

⑤わが国が同国で実施している他案件との連携につき検討する。

　　以上①から⑤についての調査概要は次のとおりである。

(1) 国際機関の活動状況

　７月31日にＷＨＯおよびＵＮＩＣＥＦと協議し、両機関が同国においてこれまで実施して

きた協力活動につき確認した。また、協議の結果、両機関の強い要望もあり、本プロジェクト

の合同調整委員会に両機関のモンゴル事務所の代表をオブザーバーではなく委員として参画さ

せる旨をＲ/Ｄに盛り込んだ。

(2) プロジェクト・サイトの妥当性

　ウブルハンガイ県のプロジェクト・サイトとしての妥当性については、長期調査の結果どお

り、妥当と判断された。

(3) カウンターパート機関の選定

　本調査団派遣前の７月28日、これまでの調査で同国側のカウンターパート機関であると判

断していた保健社会福祉省の「公衆衛生局」が「政策調整・国際協力局」に名称を変更され、

局長が交代するなどの組織改編が行われた。そこで、７月31日に同省、８月１日に国立公衆

衛生研究所と協議を行った際に、同国側の今後の協力体制につき確認したところ、①名称は変

更したが、本プロジェクトへのカウンターパートとしての協力体制に変更はなく、ＩＤＤ対策

担当およびＥＰＩ担当も以前のまま配置している、②今後も組織改編の実施が予想されるが、

本プロジェクト活動に影響が出ないよう努める旨、同国側より発言があった。また、本調査の

結果、これまでの調査結果どおり、ＩＤＤ対策分野は栄養研究所、ＥＰＩ分野は国立公衆衛生

研究所および感染症研究センターが直接のカウンターパート機関であることが確認された。
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(4) 専門家の生活環境

　同国における専門家の住居の確保は非常に難しいようである。また、生活環境も悪く、停電

が多く、お湯を出すのも難しいようである。本調査は、同国において最も生活しやすい８月上

旬に実施されたため、冬の厳しさを体感することはできず、不十分な調査であったが、今後も

継続的に情報を収集していく必要がある。

(5) 他案件との連携

　感染症対策特別機材供与としてのワクチン、コールドチェーン機材の供与に関する協議につ

いては、附属資料のとおりである。また、連携協力の打診のあった家畜感染症診断技術改善プ

ロジェクトについては、同プロジェクトの専門家が本調査団派遣時にはまだ派遣されていな

かったため、本調査団では特に検討しなかった。
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４．４．４．４．４．討議議事録の交渉経緯討議議事録の交渉経緯討議議事録の交渉経緯討議議事録の交渉経緯討議議事録の交渉経緯

　本プロジェクトにかかる各関係機関との交渉経緯は次のとおりである。

(1) 大蔵省

　大蔵省側より、本プロジェクト（特に供与機材の無税措置）につき全面的に協力する旨の発

言があった。また、同省より、本プロジェクトの合同調整委員会に委員として参加したいとの

要望があったため、これを認め、Ｒ/Ｄにその旨を盛り込んだ。

(2) 対外関係省

　対外関係省より、本プロジェクトにつき全面的に協力する旨の発言があった。またモンゴル

で実施中の２つのプロジェクト方式技術協力（家畜感染症診断技術改善計画プロジェクト、地

質鉱物資源研究所プロジェクト）のＲ/Ｄ署名の際と同様に、同省にウィットネスとしてＲ/

Ｄに署名してほしい旨を依頼したところ、同省はこれを了解し、同省第一局長が署名すること

となった。

(3) 保健社会福祉省

　８月４日の保健社会福祉省との協議には、大蔵省、対外関係省、ＷＨＯ、ＵＮＩＣＥＦの関

係者も同席した。この席において、Ｒ/Ｄ案、ＴＳＩおよびＰＤＭ案につき最終確認を行った

結果、最終版が完成した。また、Ｒ/Ｄの内容を補足する目的で、次の２点につき、Ｒ/Ｄ署

名・交換の際、別途ミニッツの署名・交換を行うことが決定された。

①本プロジェクトはＷＨＯおよびＵＮＩＣＥＦの活動と協調して実施するものである。

②Ｒ/Ｄ中の「国立病院および保健センターでの医療および歯科医療サービスを無料とする」

との文言に関し、モンゴル側は「日本人専門家が国立病院および保健センターで医療およ

び歯科医療サービスを受けられるよう最大限の努力をする」と解釈する。

　上記各関係機関との交渉を踏まえ、８月５日、モンゴル政府議事堂において、ゾリグ保健社

会福祉大臣と本調査団福原団長との間で、Ｒ/Ｄ、ＴＳＩおよびＰＤＭ、ミニッツに署名・交

換を行った。
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５．５．５．５．５．プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点

　本調査により明らかになったＩＤＤ対策分野における本プロジェクトの協力活動に関する見解

は、以下のとおりである。

(1) ＩＤＤの達成目標

　プロジェクトの目標の達成度インディケーターとして調査対象の尿中ヨード排泄量の中央値

100μｇ/Ｌ以上、甲状腺腫率10％以下を掲げた。尿中ヨード排泄量は、ヨードの摂取状態に

関して最も鋭敏なインディケーターであるから、ヨード塩が消費者の間に普及すれば十分達成

可能な数字である。甲状腺腫率に関してはヨードの充足に反応して腫大が改善される小学生の

学童を対象としてモニターしていく必要があろう。思春期以後の対象に対しては甲状腺腫率の

目標を現実的な数字に設定せざるを得ないであろう。

　現状で考えられる協力開始１、３、５年後の数値目標のひとつの例を示す。

表5-1

(2) プロジェクト活動のアウトプット

　これらを可能とするアウトプットとして数点あげられているが、ＩＤＤ対策システムを確立

することが求められており、まず中央でのサーベイランスのための各種マニュアル作成とト

レーナーの育成、これら人材と教材を活用してのその他の人材のトレーニング（中央の担当

者・技術者、アイマッグレベルでの担当者、地域のボランティア）が大きな柱となろう。ト

レーニングを確立すれば、将来積極的にＩＤＤ実態調査を全国拡大する場合にそれを容易とす

る。また、トレーニング後にプロジェクト・サイトで実態調査を実施し、調査要員の技術を向
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上させることも当然重要である。

　毎年の各アイマッグでのＩＤＤ状況は、血液調査を含む完全型調査は無理であるが、担当者

に対する簡単なトレーニングで中央に情報を（ヨード化塩の流通状態、価格、ヨード化塩使用

率）集めることにより把握されるであろう。プロジェクトの進行とともに完全型実態調査を実

施するアイマッグを増やしていくことは、モンゴルのプロジェクト終了後の自立のためにも大

いに有効であろう。

　今年度の機材供与は中央の検査室設立に必要とされる機材、塩のヨード化とその品質のモニ

ター用が主であるが、プロジェクト開始後は現地の中央のみならず地方の現状を把握すること

により、より効果的にプログラムが進行していくように供与機材を選定していくことが望まれ

る。

　さらに検査についてはＷＨＯが米国に技術者を研修に出すことを決定しているので、その後

の質的向上と安定は日本の検査室をレファレンスラボラトリーとしてコントロールしていくこ

とと、日本から年１回程度、検査の短期専門家を出すことが望ましい。

　また、これまでの調査の結果、ヨード塩の普及啓蒙はウランバートルのようなテレビ、ラジ

オの普及しているところではマスメディアキャンペーンが有効であったが、地方ではもっと、

人的交流による健康教育や住民参加型の活動を続けていくべきであろう。この点については、

ＵＮＩＣＥＦモンゴル事務所や現地アイマッグの担当との連携で住民参加という、従来のモン

ゴルにはなかった新しいコンセプトで活動を推進し、効果を観察することが大切となる。

　さらに、最前の調査の結果から、ＩＤＤを理解し、かつヨード化塩が容易に購入可能な値段

であれば人々はヨード化塩を使用することがわかっているので、首都と比して購買力の弱い地

方での、ヨード化塩の価格に対する働きかけを考慮して活動を進めていく必要がある。

　製塩工場の添加ヨード量の品質コントロールは生産、流通から家庭まで一貫して把握したう

えで対処することが肝要である。ＵＮＩＣＥＦモンゴル事務所が主としてこれに当たっている

ので、プロジェクトとしてはそれをサポートし情報交換を行うことで双方の益になるよう働き

かけていくべきであろう。

(3) 栄養状態調査

　国民の健康に直接関係する栄養全般は、日本がモンゴルで協力し貢献できる重要な分野であ

る。モンゴルではＩＤＤのみならず、栄養状態全般に関する信頼に足る調査が十分なされてい

ないように見受けられる。まず、国民の栄養に関する実態調査システム、対策システムを検討

することから始め、もし不備があればそれらに対し協力を進める必要があろう。上述のＩＤＤ

関連のトレーニング実施が順調にいけば、これらトレーニングの方法論はそれをその他のどの

栄養調査のトレーニングにも雛形として応用可能となる長所がある。



－10－

　今クローズアップされている微量栄養素問題（ＩＤＤ、鉄欠乏性貧血、ビタミンＡ欠乏症）

の実態もすべて把握されているわけではなく、一般的な栄養不良の現状も報告例は少ない。例

えば、保健省の担当官との話では、経済レベルでは３割の人口が貧困層と分類されているとの

ことであったが、このグループの栄養状態の把握はなされているのか。1981年の成人の１日

のカロリー摂取量は2900kcalであったのを1997年からその70％としたというが、その根拠は

何か、モンゴル人にとっての適切な栄養摂取量を調査したことはあるのか、病院施設での給食

の状況はどうなっているのか、等明らかにすべき点が多々ある。

　そこで、栄養実態調査につき、栄養摂取調査の短期専門家の派遣と、必要とされる検査の機

材供与を来年度より計画すべきであろう。また、ＷＨＯが３大微量栄養素問題解決に積極的で

あるので、日本としてもＷＨＯと協調してこれらに対処していくべきであろう。



附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料

①　討議議事録（Ｒ/Ｄ）、暫定実施計画（ＴＳＩ）、

　　プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）、ミニッツ

②　感染症対策特別機材供与にかかる関係機関との協議について

③　ザスキーンガズリーンメデー（政府広報）紙掲載記事（1997年８月６日付）
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